
【第三次守谷市男女共同参画推進計画】 計画期間の方向性について 

 

◎5年及び 10年の各計画期間の比較  

 
メリット デメリット 

5年 

【時勢の変化への対応】 

5年ごとに計画策定時に，より時勢に対応した男女共同参

画社会実現に向けた取組を行うための計画を策定できる。 

【法整備等の変化への対応】 

法整備への対応が可能で，綿密な計画となる。（※注１） 

【コスト】 

5年ごとに計画策定に係る経費が発生する。（※注２） 

【効率化】5 年ごとに計画策定に係る事務に多大な人工，市民

意識調査費用等が必要となる。 

10年 

【コスト】 

5年ごとの計画策定と比較し，経費が半額になり，一定の

コスト削減につながる。（※注 2） 

【効率化】 

事業展開を長期的に見据えられ，目標年次までの期間が長

くなり，数値目標達成への各施策の実施方法等について十分

に検討できる。 

【時勢の変化への対応】 

時勢の変化への対応が 10年に一度となってしまう。 

【法整備等の変化への対応】 

法整備等の変化への対応が 10年に一度となる。（※注１） 

 

（※注１）これまで，配偶者からの暴力及び被害者の保護等に関する法律（配暴法）に基づく市町村基本計画，女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性

活躍推進法）に基づく推進計画は努力義務として計画策定するよう規定されてきたため，男女共同参画推進計画の策定（改定）時に，各法律で求められている

事項を含んだ内容を組み入れ，策定してきた経緯がある。 

（※注 2）参考：Ｈ28年市民意識調査委託料 1,576,800円 

Ｈ29計画策定業務委託料  1,782,000円 
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